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高等教育をめ ぐる政策形成の変容 と課題

橋本鉱 市 （東北大学 ）

1．高等教育政策をめ ぐる動き

　今年 6 月 1 日 、
「教育再生会議」 は 「第二 次報

告」 を発表 し、就学前か ら大学院まで の 年齢段階

を視野 に 入れた包括的で 根本的な教育改革 の 提言

と具体策を提示 したが、そ の 中で 高等教育に関し

て は、「徹底 した大学 ・大学院改革」 を標榜して 5

つ の 提言を行い 、それを実現す る ため の財政的な

3 つ の 具体策を示 した。ま た、政府は同月 12 日に

「骨太の方針 2007」の 原案を経済財政諮問会議 に

示 し、19 日に 「経済財政改革の基本方針 2007〜

『美しい 国』 へ の シ ナ リオ〜」 として 閣議決定 し

たが、高等教育につ い て は先 の 再生会議の 報告を

引き継ぐ形で 具体的な方策を提起して い る。

　 これ らの報告 ・方針で 特 に大 きなイ シュ
ー

とな

っ た の は、国立大学法人の 運営費交付金の配分方

法で ある。今年 2 月、経済財政諮問会議 の 民間議

員が大学 の 努 力 と成果 に応 じ た配分方法へ と見 直

しする と の提案を し、そ れ を受けて 6 月 4 日の 素

案で は 「大幅な 傾斜配分」 を行 うと の 文言が取 り

入れ られたが、結局 12 日 の 原案で は、「  教育 ・

研究面、  大学 改革等 へ の 取組 の 視点に基づ く評

価に基づき適切 な配分を実現す る 」 と の 文言 に 後

退す ることにな っ た。こ の 背景に は文科省 ・自民

党 ・国大協などの巻き返 しが実っ たと の 評価 もあ

る よ うだが、しか し諮問会議が提起 した 「成果」

主義的な 「評価」 に よ る 資金配分 の 「競争」 的志

向性 に大きな変化 は な い と言っ て い い 。そ こ に流

れ る中心的な コ ン セプ トは、再生会議の報告に明

示 され て い る よ うに 、・「選択と集中」に よ る 重点投

資とい う戦略 で ある。これは、複数ある商品や事

業部門 を絞 り込 み 、そ れ ら を集中的に強化 して競

争力を向上 させ 、企業全体 の 収益性 を高める と い

っ た経営戦略の ひ とつ で あ る。経営 （学〉 の 分野

で は今や ごく
一

般的な用語 とな っ て い る が、高等

教育もす で に経 営改革 の 好個 の 対象 と目され て い

る の で ある。

　運営費交付金 の あ り方は、今後 の 国立大学法人

の 存続、ひ い て はわが国の 高等教育の在 り方を左

右す る 重大な課題 で ある。それ ゆえに、こ こ 4 ヶ

月間、そ の 扱 い ばか りが ク ロ
ーズ ア ッ プ さ れ た観

が ある 。 しか し、そ の 政策論議に潜 む、高等教 育

界にとっ て よ りクリテ ィ カルな問題は、これ まで

の政策形成プ ロ セ ス の 変質 ・変容が瞭然と顕在化

した こ とにある。

2．政策形成過程の変容

　従来、わが国 の 高等教育政策の 形成 ・決定過程

は、与野党が鋭くイデオ ロ ギ
ー

的 に対峙する陣営

対立型、文部官僚が主導するイ ン ク リメ ン タ リズ

ム （漸増主義〉、それ らの 中間形態 で 経済団体 な ど

が様 々 な要求を 繰 り返す圧力団体型 な どが抽出さ

れ （Pempel 　1978＝ 2004）、さらに 1970 年代後半

以降には、台頭著 しか っ た 自民党の文教関連議員、

い わ ゆ る 「文教族」 が文部省と連携 して 協働する

とい う下位政府モデル （一種の 「政策 コ ミ ュ ニ テ

ィ 」）、な どが 指 摘 さ れ て き た （Schoppa

1991 ＝ 2005）e

　 しか し、90 年代以降、こ う した従来型 の 政策手

法、モ デ ル は 大きな変化 の 兆 しを見せ る よ うに な

る。1990 年代後半 か らの 国立大学の 法人化論議は、

そ うした変容の 端緒 を如実に物語 る事例 で あろう、

法人化 自体 は 2003 年 7 月 に決着を見る こ と に な

っ たが （法案成立）、それに至 るプロ セ ス を跡づけ

て み る と、行政改革会議、自民党行政改革推進本

部、経済戦略会議、中央省庁等改革推進本部、経

済財政諮問会議な ど、多種多様なアクターの参入 、

と退場が繰 り返 され、政策形成 ・決定 の あ り方は

きわめ て 流動的で あっ た こ とがわか る。従来の 自

民
一

文部省と い う政策 コ ミ ュ ニ テ ィ は 融解 し、一

見、高等教育の政策ア リ
ー

ナ に も
一
種 の 「イシ ュ

ー ・ネ ッ トワ
ー

ク」 が現出したか の ような印象を

受ける 。こ の モ デルは．政策形成 ・決定 を 「行政

組織、利益団体、政党、企業、政治家、学者、ジ

ャ
ー

ナ リス ト、ロ ビイ ス トな ど広範囲にわた る ル

ース な相 互作用 」 （IE木 1999、99 頁）の プ ロ セ ス

の 所産で あ る と し、資源依存性 ・拘束性 （＝官僚

の 関与）が低い
一

方で個々 の 政策ア クタ
ー

の ネ ッ

トワーク の 開放性 （＝ア クタ
ー参入量）が大き い

こ と、また政策形成
・決定に お い てアクタ

ー
間 の

不均等な パ ワ
ーバ ラ ン ス と コ ンセ ンサス をめ ぐる

絶え間ない コ ン フ リク トが 引き起こ され る こ とな

どを特徴 として い る。

　 し か し な が ら、様々 な ア ク ターが参入 ・退出 し

た とい っ て も、法人化過程 で 重要な役割 を果た し
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たの は内閣総理 大臣を長とする諮問機関な い し内

閣府の各種審議会だ っ た の で あり、イ シ ュ
ー ・ネ

ッ トワ
ー

ク化 したと言うよ り、実の と こ ろ、イニ

シ アテ ィブが 自民
一文部省か ら官邸 （内閣官房）

へ と シ フ トしつ つ あっ たと見る の が正 しいだろう。

上述の 再生会議、諮問会議に して も、い ずれ も官

邸 ・内閣府に 設置 されたもの で あり、再 生会議が

具体的な改革方策に つ い て は、すで に官邸に置か

れて い た 「経済財政諮問会議 、総合科学技術会議、

イノベ ーシ ョ ン 25 戦略会議、アジア ・ゲートウ

ェ イ戦略会議、規制改革会議の 各会議の 代表も交

えた合同会議」 を経たもの だとわざわ ざ注 意書き

した の は、こ うした状況をい み じくも裏書きする

もの で ある。

3．危機と論点

　 こ の ように 、 官僚に よるボ トム ア ッ プ的なイ ン

ク リメ ン タリズム、あるい は族議員と各省庁か ら

成る政策 コ ミュ ニ ティとい っ た 図式が崩れ 、それ

らの頭越しに官邸に よっ てアジ ェ ンダ ・政策が形

成 ・決定 され て い くと い う形態 は、他 の 政策ア リ

ーナに も共通して 看取 され る こ とで あ り、1990

年代後半か らの 橋本内閣以来、強力 に 推進 され る

こ ととな っ た行財政改革を端緒とし、小泉内閣に

よる官邸主導 の流れ によ っ て 出来したもの で ある

こ と は 間違い な い。高等教育政策に つ い て 言えば、

こ う した変容は新聞記事分析、な らびに国会 「文

教委員会」 の議事分析か ら も裏付けられ る 。 表 1

は、1980年代半ばか らの 朝日新聞記事デ
ー

タ ベ
ー

ス （『聞蔵』）か ら、「高等教育1 に関する記事を検

索し （総合面 と政治 ・内政面）、そ こ に言及 され て

い る 主な ア クタ ーを抽出し、記事量に 対する 比率

の 推移 を トレー
ス し たもの だが （計量テキ ス ト分

析用 の フ リー
ソ フ ト 「KH 　 Coder」 に よ る ）、90

年代後半か ら文部省や自民党の比率は減少の 一途

をた どっ て い る
一

方 で 、2004 年以 降に急増 して き

て い る の が 、「他 の 審議会類 」で あり、そ の ほ とん

どは上記 の 内閣府 の 各種審議会 で ある。また 、表

2 は国会の 「文教委員会」 にお い て、「高等教育」

が論じられた議事の割合を過去 60 年にわた っ て

追っ た も の だが、昭和末期か ら平成年度に入る頃

をピ
ー

クとして 、近年で は漸減傾向にあ る こ とが

わか る 。 つ まり 、 国会の 場で高等教育に関する議

論は寂れ つ っ あるの で ある。

　国会の 場で 高等教育に 関する政策論議が減少し

て きて い る こ と、またそれ に関わ る アクタ
ー

とし

て文部省、自民党とい っ た従来の ス テ
ー

クホルダ
ー

が発言力を減退させ て い る こ と、これ らの事実

は、一
方で 官邸 （内閣府）が主導する審議会類の

影響力が増大化 して い る こ とを考え合わ せ れば、

高等教育 をめ ぐる政策形成 ・決定の あ り方が大き

な転換点を迎え て い る こ とは明 らかで あ る。

　で は、こ うした事態は果た して 高等教育界に と

っ て 「危機 1 な の か、また こ うした趨勢の 中で 高

等教育はどの よ うに論じられ、また語 られてき て

い る の か。本報告 で は、新聞や国会議事録の テキ

ス ト分析か ら、近年 の 高等教育の 「危機」 と 「論

点」 につ い て、政策 （過程） の 側面か ら論 じる。
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表 2　国会 ・文教委員会における 「高等教育」 の

議事割合
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